
省庁名 番号 所管局等名 所管部課名 事項名 根拠法令等 条項
オンライン
手続件数

非オンライン
手続件数

手続件数計
１件当たりの作業時

間

取組初年度
【平成29年度】

コスト
（実績）

１件当たりの目標
削減時間

取組最終年度
コスト
（目標）

備考

削減率

法務省 1 民事局 商事課 株式会社の設立の登記
会社法

商業登記法

会社法第49条，第911
条

商業登記法第46条，
第47条

- - 90,868 17.3時間 1,575,045時間 3.5時間 315,009時間 20.00% 1,260,036時間

法務省 24 民事局 商事課 株式会社の役員変更の登記
会社法

商業登記法

会社法第915条
商業登記法第46条，
第54条，第55条

- - 504,404 13.8時間 6,952,368時間 2.8時間 1,390,474時間 20.00% 5,561,895時間

合計 0 0 595,272 14.3時間 8,527,414時間 2.9時間 1,705,483時間 20.00% 6,821,931時間

コスト計測結果一覧表

７．商業登記等

削減目標

【注】
○ 基本計画「対象手続一覧表」において「コスト計測」が「○」の手続のみ本表の対象とする。
○「番号」～「手続件数計」は、基本計画の「対象手続一覧表」より抜粋。
○「１件当たりの作業時間」～「取組最終年度コスト（目標）」は、平成29年度中（商業登記等は平成30年４月）に各省庁が実施したコスト計測結果に基づき記載。
○ 計測を行ったコスト（作業時間）は、事業者における作業時間を示す。
○「削減目標」について、基本計画において事項ごとに目標設定していない場合は、削減率を「20.00％」として記載。
○ 単位未満を四捨五入しているため、内訳の合計は必ずしも合計額と一致するとは限らない。
○「備考」は、補足事項等がある場合に記載する。例えば、削減方策が５年間の取組であり、取組最終年度が31年度ではない場合、「削減方策は５年間の取組のため、取組最終年度は2021年度である。」と記載。
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